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申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票 

保健福祉部　障がい福祉課 

 
許認可等の内容 自立支援医療の支給認定

 
根拠法令等及び条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５４

条第１項

 標

準

処

理

期

間

根拠条項 未設定

 
設定等年月日

平成　　年　　月　　日設定 

平成　　年　　月　　日最終変更

 
標準処理期間 ３０日

 

審

査

基

準

根拠条項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

第２９条 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則第３８条及び第３８条の２ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則第２６条の３の１

 
参考事項 支給認定に係る政令で定める基準

 
設定等年月日

平成１８年　１月２５日設定 

令和　５年　３月３０日最終変更

 【　基　準　】 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五十四条第一項 

（支給認定等） 

第五十四条　市町村等は、前条第一項の申請に係る障害者等が、その心身の障害の状態

からみて自立支援医療を受ける必要があり、かつ、当該障害者等又はその属する世帯

の他の世帯員の所得の状況、治療状況その他の事情を勘案して政令で定める基準に該

当する場合には、主務省令で定める自立支援医療の種類ごとに支給認定を行うものと

する。ただし、当該障害者等が、自立支援医療のうち主務省令で定める種類の医療を、

戦傷病者特別援護法(昭和三十八年法律第百六十八号)又は心神喪失等の状態で重大な

他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律(平成十五年法律第百十号)の規定

により受けることができるときは、この限りでない。 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令第二十九条 

（支給認定に係る政令で定める基準） 

第二十九条　法第五十四条第一項の政令で定める基準は、支給認定(法第五十二条第一項

に規定する支給認定をいう。以下同じ。)に係る障害者等(法第二条第一項第一号に規

定する障害者等をいう。以下同じ。)及び当該障害者等と生計を一にする者として内閣

府令・厚生労働省令で定めるもの(以下「支給認定基準世帯員」という。)について指

定自立支援医療(法第五十八条第一項に規定する指定自立支援医療をいう。以下同じ。)
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 のあった月の属する年度(指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合に

あっては、前年度)分の地方税法の規定による市町村民税の同法第二百九十二条第一項

第二号に掲げる所得割の額を内閣府令・厚生労働省令で定めるところにより合算した

額が二十三万五千円未満であることとする。 

 

２　支給認定に係る障害者が、支給認定基準世帯員(当該障害者の配偶者を除く。)の扶

養親族(地方税法第二十三条第一項第九号に規定する扶養親族をいう。)及び被扶養者

(健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法(他の法律において準用する場合を

含む。)又は地方公務員等共済組合法の規定による被扶養者をいう。)に該当しないと

きは、前項及び第三十五条第二号から第四号までの規定の適用(同条第三号及び第四号

の内閣府令・厚生労働省令で定める者に該当するものに係る適用を除く。)については、

支給認定基準世帯員を、当該障害者の配偶者のみであるものとすることができる。 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第三十八条及び

第三十八条の二 

（支給認定基準世帯員） 

第三十八条　令第二十九条第一項に規定する内閣府令・厚生労働省令で定める者は、

次の各号に掲げる支給認定に係る障害者等の区分に応じ、当該各号に定める者とす

る。ただし、支給認定に係る障害児の保護者が後期高齢者医療の被保険者である場

合(第二号に掲げる場合に限る。)は、当該障害児の保護者及び当該支給認定に係る

障害児の加入している国民健康保険の被保険者(当該支給認定に係る障害児以外の

者であって、かつ、当該支給認定に係る障害児と同一の世帯に属するものに限る。)

とする。 

一　支給認定に係る障害者等の加入している医療保険が国民健康保険及び後期高齢者

医療以外である場合　当該支給認定に係る障害者等の加入している医療保険各法

(国民健康保険法及び高齢者医療確保法を除く。)の規定による被保険者(当該支給認

定に係る障害者等以外の者であって、かつ、健康保険法の規定による被保険者(同法

第三条第二項の規定による日雇特例被保険者を除く。)、船員保険法の規定による被

保険者、国家公務員共済組合法若しくは地方公務員等共済組合法に基づく共済組合

の組合員、私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者又

は健康保険法第百二十六条の規定に基づき日雇特例被保険者手帳の交付を受けその

手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者をい

う。) 

二　支給認定に係る障害者等の加入している医療保険が国民健康保険である場合　当

該支給認定に係る障害者等の加入している国民健康保険の被保険者(当該支給認定

に係る障害者等以外の者であって、かつ、当該支給認定に係る障害者等と同一の世

帯に属する者に限る。) 

三　支給認定に係る障害者の加入している医療保険が後期高齢者医療である場合　当

該支給認定に係る障害者の加入している後期高齢者医療の被保険者(当該支給認定
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 に係る障害者以外の者であって、かつ、当該支給認定に係る障害者と同一の世帯に

属する者に限る。) 

 

（支給認定に係る政令で定める基準の額の算定方法） 

第三十八条の二　令第二十九条第一項に規定する所得割の額を算定する場合には、第二

十六条の三の規定を準用する。この場合において、同条第二項中「支給決定障害者等

又は当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者」とあるのは、「支給認定に係る

障害者等又は支給認定基準世帯員」と読み替えるものとする。 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第二十六条の三

の１ 

(令第十七条第二号イ及びロ並びに同条第三号に規定する額の算定方法) 

第二十六条の三　所得割(令第十七条第二号イ及びロ並びに同条第三号に規定する所得

割をいう。次項において同じ。)の額を算定する場合には、地方税法等の一部を改正す

る法律(平成二十二年法律第四号)第一条の規定による改正前の地方税法第二百九十二

条第一項第八号に規定する扶養親族(十六歳未満の者に限る。以下この条において「扶

養親族」という。)及び同法第三百十四条の二第一項第十一号に規定する特定扶養親族

(十九歳未満の者に限る。以下この条において「特定扶養親族」という。)があるとき

は、同号に規定する額(扶養親族に係るもの及び特定扶養親族に係るもの(扶養親族に

係る額に相当するものを除く。)に限る。)に同法第三百十四条の三第一項に規定する

所得割の税率を乗じて得た額を控除するものとする。 

 


